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失業率は小幅に上昇も労働参加・就業拡大は継続 
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[要約] 

 10 月の完全失業率（季節調整値）は 2.5％と、3カ月ぶりに上昇した。失業者数は前月

から 3万人増加した一方、就業者は 16万人増加し、2カ月ぶりに過去最高を更新した。

非労働力人口が 17 万人減少するなど労働参加の拡大が確認され、失業率が上昇したわ

りに内容は悪くない。 

 10 月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.25 倍、新規求人倍率（同）は 2.24 倍といず

れも前月から上昇した。ただし、新規求人数と新規求職申込件数はともに減少した。 

 先行きの雇用環境は緩やかな改善が進むとみている。幅広い業種で人手不足が続く中、

労働需要は総じて旺盛だ。積極的な賃上げが進むなど、足元では人手確保に対する動き

が加速している。他方、投入コストの上昇が企業収益を圧迫し、労働需要を下押しして

いる点には引き続き注意が必要だ。 

 

図表 1：雇用関連指標の推移 

 
  

2024年
5月 6月 7月 8月 9月 10月

労働力調査  完全失業率 季調値 2.6 2.5 2.7 2.5 2.4 2.5 ％

 有効求人倍率 季調値 1.24 1.23 1.24 1.23 1.24 1.25 倍

 新規求人倍率 季調値 2.16 2.26 2.22 2.32 2.22 2.24 倍

 現金給与総額 前年比 2.0 4.5 3.4 2.8 2.5 - ％

 所定内給与 前年比 2.1 2.2 2.4 2.4 2.5 - ％

（出所）総務省、厚生労働省統計より大和総研作成
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10月の完全失業率：失業率は 3カ月ぶりに上昇も内容は悪くない 

2024 年 10月の完全失業率（季節調整値）は 2.5％と、3 カ月ぶりに上昇した（図表 2 左上）。

失業者数は前月から 3万人増加した一方（図表 2右上）、就業者は 16万人増加し、2カ月ぶりに

過去最高を更新した。非労働力人口が 17万人減少するなど労働参加の拡大が確認され、失業率

が上昇したわりに内容は悪くない 1。 

失業者数を求職理由別に見ると、非自発的な離職者の増加が全体を押し上げた（p.5 左下）。

内訳を見ると、「定年・契約満了」が 4 カ月ぶりに増加した（前月差＋3 万人）ものの、水準は

低位にとどまる。また、「勤め先都合」は 4カ月連続で減少した（同▲1万人）。「自発的な離職」

は 2カ月ぶりに減少し（同▲4万人）、均して見れば 2024 年春頃からやや弱含んでいる。 

就業者数を業種別に見ると、製造業が減少する一方、対人接触型サービス業（「宿泊業，飲食

サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」）以外の非製造業が増加した（図表 2左下）。2024

年央から低迷していた「教育，学習支援業」が持ち直すなど、幅広い業種で就業が拡大した。 

雇用者数（役員を除く）を雇用形態別に見ると、正規雇用者は前月から 2万人増加した（図表

2 右下）。非正規雇用者は 41 万人増加したが、2024 年春頃の水準を依然下回るなど、総じて伸

び悩んでいる。対人接触型サービスなどでの労働需要の回復が一服したほか、子育て期の女性

や高齢者が正規雇用にとどまりながら働き続けやすくなったことなどの影響がありそうだ。 

図表 2：就業者数・完全失業率（左上）、非労働力人口・失業者数（右上）、 

業種別就業者数（左下）、雇用形態別雇用者数（右下） 

  
 

1 なお、失業率の公表値は小数点以下第 1 位までだが、労働力人口と失業者数の公表値から失業率を試算すれ

ば、2024 年 9 月が 2.418％、10 月が 2.454％であり、上昇幅は 0.037％pt にとどまる。 
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による季節調整値で、その他は総務省による季節調整値。

（出所）総務省統計より大和総研作成
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10月の新規求人倍率：2カ月ぶりに上昇したものの、求人側・求職側ともに減少 

2024年 10月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.25倍（前月差＋0.01pt）、新規求人倍率（同）

は 2.24 倍（同＋0.02pt）といずれも前月から上昇した（図表 3 左）。2022 年末からの低下傾向

は一服しつつあるものの、内容には弱さが見られる。 

求人側の動きを見ると、有効求人数（前月比＋0.2％）が増加した一方、新規求人数（同▲1.5％）

は減少した（図表 4 左）。均して見れば、求人数は 2023 年以降弱含んで推移している。求職者

側では、有効求職者数（同▲0.7％）と新規求職申込件数（同▲2.2％）はともに減少した（図表

4 左）。基調として、求職側の指標は 2024 年央から減少している。 

雇用形態別に見ると、正社員の有効求人倍率（季節調整値）は 1.02倍（前月差＋0.01pt）、新

規求人倍率（同）は 1.76倍（同＋0.05pt）といずれも 2カ月ぶりに上昇した（図表 3右）。 

なお、企業の人手不足感が強まる中でも（p.5右上）、ハローワークの有効求人倍率は 2023年

以降、弱さが見られる。厚生労働省「雇用動向調査」によると、2023 年のハローワーク経由の

就職者割合は 14％程度と、10 年前と比較して 10％pt 以上低下している。また、高齢者の利用

割合が上昇しており 2、労働市場の一部の状況のみを反映している可能性には留意が必要である。 

図表 3：有効求人倍率と新規求人倍率（左：全数、右：正社員） 

 

図表 4：求人倍率の内訳（左：全数、右：正社員） 

   
 

2 内閣府「月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料」（2024 年 1 月 25 日）でも同様の指摘がなされている。 

（注）季節調整値。
（出所）厚生労働省統計より大和総研作成

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

16 17 18 19 20 21 22 23 24

有効求人倍率 新規求人倍率

（倍）

（年）

（注）季節調整値。

（出所）厚生労働省統計より大和総研作成

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

16 17 18 19 20 21 22 23 24

有効求人倍率 新規求人倍率

（倍）

（年）

新規求人数 新規求職申込件数 有効求人数(右軸) 有効求職者数(右軸)

140

160

180

200

220

240

260

280

300

30

40

50

60

70

80

90

100

110

16 17 18 19 20 21 22 23 24

（万人）

（年）

（万人）

60

70

80

90

100

110

120

130

140

20

25

30

35

40

45

50

55

60

16 17 18 19 20 21 22 23 24

（万人）

（年）

（万人）

（注）季節調整値。正社員の新規求職申込件数、有効求職者数は、各々新規求人数、有効求人数を新規求人倍率、有効求人倍率で除すことで算出。
（出所）厚生労働省統計より大和総研作成

https://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2024/01kaigi.pdf
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先行き：雇用環境は緩やかな改善が進む見込み 

先行きの雇用環境は緩やかな改善が進むとみている。幅広い業種で人手不足が深刻化する中、

労働需要は総じて旺盛だ。日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（日銀短観）によると、2024

年 9 月調査における雇用人員判断 DI（全規模全産業、「過剰」－「不足」）は「最近」が▲36％

ptと、2四半期ぶりにコロナ禍前（2018年 12月調査、2019 年 3月調査の▲35％pt）を下回り、

「先行き」は▲40％pt と DI の低下が続く（不足感が強まる）見込みだ。 

労働供給は中長期的にも減少を続ける可能性が高く 3、足元では中途人材の獲得や労働条件の

改善など、企業による人材確保への取り組みが加速している。2024 年春闘で賃上げ率（定期昇

給相当込みの加重平均、日本労働組合総連合会（連合）集計値）が 33年ぶりの高水準（5.10％）

となるなど、積極的な賃上げが目立った 4のもそうした企業戦略の一環とみられ、2025年春闘で

も高水準の賃上げが継続する公算は大きい。企業業績や労働需給、物価上昇率などを説明変数

とした推計式に基づけば、2025 年春闘での賃上げ率（同）は 4.2％程度と試算される 5。 

また、実質賃金が上昇局面へと転じつつあることは、宿泊業、飲食業などの一部のサービス業

の業況改善、労働需要の回復を後押ししよう。厚生労働省「毎月勤労統計調査」によれば、実質

賃金は 2024 年 6月に前年比＋1.1％と 27カ月ぶりにプラスへと転換し、7月も同＋0.3％とプラ

ス圏で着地した。8、9月は前年を下回ったものの、総じて見れば 2023年初からの持ち直し基調

が継続している（p.8 左下）。今後は賃上げを反映した賃金改定が広がり、また物価上昇が一服

する中で、実質賃金の緩やかな上昇が続くとみている。 

他方、投入コストの上昇が企業収益を圧迫し、一部で労働需要を下押ししている点には引き続

き注意が必要だ。近年は、投入コストの増加分を販売価格へと転嫁する動きに進展が見られて

いるものの、その程度は投入コストの内訳や企業規模により異なる。日本商工会議所 6によると、

2024年 10月 16～22 日時点でコスト増加分（全体）の 4割以上を価格転嫁できた企業は 52.2％

（従業員規模計）に上る一方、コストのうち労務費の増加分に限れば同 36.8％であり、特に従業

員が 10人未満の企業における労務費の価格転嫁に着目すれば、同 29.3％にとどまる 7。 

企業による投入コストの推移を要因分解すると、原材料費の高騰などの影響が 2023年後半に

かけて一巡した一方、足元では人件費の高騰による押し上げ幅が拡大している 8。2024 年 10～

11 月に実施された最低賃金の改定（現行の目安制度が開始された 1978 年度以降で最大となる

51 円の引き上げ）なども、パートタイム労働者を中心に人件費の増加を促したとみられる。今

後、中小企業などで労務費を含む投入コストの価格転嫁が十分に進まない場合には、収益悪化

などを通じて採用活動が抑制される恐れがある。  

 
3 詳細は、田村統久「縮小する労働供給の増加余地」（大和総研レポート、2024 年 3 月 18日）を参照。 
4 日本労働組合総連合会「33年ぶりの 5％超え！～2024 春季生活闘争 第 7 回（最終）回答集計結果について

～」（2024 年 7 月 3 日） 
5 2024 年比で低下するのは、物価上昇や企業収益の減速などが反映されるためである。詳細は、当社の「第

223 回日本経済予測」（2024年 11月 21 日）を参照。 
6 日本商工会議所「商工会議所 LOBO（早期景気観測） 2024 年 10 月調査結果」（2024 年 10 月 31 日） 
7 従業員規模 10 人未満の企業で、コスト増加分（全体）の 4 割以上を価格転嫁できたのは 45.2％である。 
8 詳細は、当社の「第 223 回日本経済予測」（2024 年 11 月 21 日）を参照。 

https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20240318_024301.html
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2024/yokyu_kaito/kaito/press_no7.pdf?7746
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2024/yokyu_kaito/kaito/press_no7.pdf?7746
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/outlook/20241121_024751.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/outlook/20241121_024751.html
https://cci-lobo.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2024/10/LOBO202410.pdf
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/outlook/20241121_024751.html
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雇用概況①
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（注1）欠員率＝（有効求人数-就職件数）/（雇用者数+有効求人数-就職件数）

（注2）2011年3月～8月は補完推計値。

（出所）厚生労働省、総務省統計より大和総研作成
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（出所）厚生労働省、日本銀行統計より大和総研作成

（注）季節調整値。2020年1月からの累積。

（出所）総務省統計より大和総研作成
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雇用概況②

非正規雇用者数の要因分解
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（出所）総務省統計より大和総研作成
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雇用概況③
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日銀短観 雇用人員判断DI（製造業）

（注）全規模合計。

（出所）日本銀行統計より大和総研作成

（注）全規模合計。

（出所）日本銀行統計より大和総研作成

日銀短観 雇用人員判断DI（非製造業）
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実質賃金（左：就業形態計・現金給与総額、右：一般労働者・所定内給与、パートタイム労働者・時間あたり所定内給与）
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（出所）厚生労働省統計より大和総研作成

賃金概況

総雇用者所得 総労働時間の要因分解
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勤労統計）。

（出所）厚生労働省統計より大和総研作成
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現金給与総額の要因分解（左：一般労働者、右：パートタイム労働者）
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（出所）厚生労働省統計より大和総研作成
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	10月の完全失業率：失業率は3カ月ぶりに上昇も内容は悪くない
	10月の新規求人倍率：2カ月ぶりに上昇したものの、求人側・求職側ともに減少
	先行き：雇用環境は緩やかな改善が進む見込み



